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この事例集は、内閣府地方分権改革推進室が平成 25 年９月から 10 月にかけて行っ

た地方公共団体の事例調査や、平成 26年２月に開催された地方分権改革有識者会議

地方懇談会で紹介のあった事例等の中から、実効性（制度改正を活用するなどにより

効果が上がっている取組か）、地域性（地域独自の背景や課題を踏まえた取組か）、先

進性（全国に先駆けた先進的な取組か）、波及性（他の地方公共団体への波及が見込

める取組か）等の観点に立って、特色のある事例を整理したものである。 
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（1） 国の制度改革を活かした取組 
①権限移譲 

地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえ、第２次一括法等により、 
都道府県から市町村へ権限を移譲したもの。 

 
②義務付け・枠付けの見直し 

   地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえ、第１次一括法、第２次一括法等により義務付け・枠付けの見直し
（「施設・公物設置管理の基準」、「協議、同意、許可・認可・承認」、「計画等の策定及びその手続」などの見直し）
を行ったもの。 

 
③必置規制の見直し 

   国による、地方公共団体の組織や職の設置の義務付け（必置規制）について、地方公共団体の自主組織権を尊
重し、行政の総合化・効率化を進めるため、その廃止・緩和を行ったもの。 

 
④財産処分の弾力化 

     「補助金等適正化法第 22 条の規定に基づく各省各庁の長の承認について」（平成 20 年 4 月 10 日補助金等適
正化中央連絡会議決定事項）により、概ね10 年を経過した補助対象財産については、補助目的を達成したものと
みなし、報告等により国の承認とみなすとともに、その際、用途・移譲先を問わず、また、国庫納付を求めないこと
などを行ったことを受けて、補助対象財産の有効活用を図ったもの。 

 
⑤法定外税 
 地方税法に定める税目（法定税）以外に、地方公共団体が条例で税目を新設したもの。 

 
⑥条例による事務処理特例制度 
 条例による事務処理特例制度（地方自治法 252 条の 17 の 2）により、都道府県から市町村に権限移譲したもの。

  
 
（2） 分権意識の高まりが生んだ地方独自の取組 

①住民との協働 
住民の政策形成過程への参画や、住民と行政との協働による独自施策の展開を図ったもの。 

 
②自主条例の活用 

様々な地域課題に対応するため、法令等に基づき制定義務のある条例以外に地方公共団体が自らの発意で
主体的に条例を定めたもの。 

 
③地方議会の活性化 

   議員提案条例の制定や議会情報の発信など、地方議会の活性化を図ったもの。 
  

④地方公共団体間の協働 
   事務の共同処理など、複数の地方公共団体が協働して、施策の推進を図ったもの。 
 

⑤推進体制の整備等 
   地方公共団体が施策を行うための推進体制の整備等を図ったもの。 

本事例集の見方 

○「事例のポイント」は、各事例の概要を簡潔に記載しています。 

○各事例の詳細は、「背景・目的」「内容」「効果」に区分して整理して 

います。 

○「分類キーワード」の上段は、事例の内容により、以下の政策分野で 

分類しています。 

①子育て・福祉・健康、②まちづくり、③教育・文化、④生活・安全、 

⑤環境・衛生、⑥産業・雇用・観光、⑦住民自治、⑧議会、 

⑨推進体制等 

○「分類キーワード」の下段は、各事例が、地方分権改革とどのような 

関連を有するのか分かるよう、以下のとおり、「個性を活かし自立 

した地方をつくる～地方分権改革の総括と展望（中間取りまとめ）」 

（31～35 頁）に記載された取組類型で分類しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「人口」は、総務省が取りまとめている、“住民基本台帳に基づく人口（平成 25 年 3 月 31 日現在）”を引用して

います。（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000055.html） 

１ 
待機児童対策のための保育所面積基準の 
弾力化 

子育て・福祉・健康 

義務付け・枠付けの見直し 

団 体 名 東京都 人 口 13,142,640 人 

事 例 の
ポ イ ン ト

○ 東京都では、待機児童が多く地価が高い地域の状況を踏まえ、東京都独自の基

準に基づく「認証保育所」制度を運営している。 

○ 第１次一括法により改正された児童福祉法に盛り込まれた、待機児童が多い地

域における保育所の国の基準を時限的に緩和できる特例措置を踏まえ、平成 24

年３月、条例において、年度途中に定員を超えた入所がある場合には、「認証保育

所」制度の実績を踏まえ、国の基準を緩和した面積基準を策定。 

背景・目的

東京都の保育所利用希望者数は年々増加しており、保育所の新規整備等により入所

枠を拡大しているが、依然として 8,000 人を超える待機児童が存在している。 

保育所の増設で対応しているが、整備には多くの費用及び時間を要する。また年度途

中に入所を希望する児童も多いことから、途中入所も考慮した対策が必要であった。 

内 容

従来、０・１歳児１人当たりの乳児室及びほふく室の面積については、国の省令基準で

それぞれ 1.65 ㎡以上、3.3 ㎡以上とされていたが、第１次一括法で保育所の設備基準が

条例委任され、さらに附則の規定により、待機児童が多く三大都市圏の住宅地の平均地

価よりも住宅地の地価が高い地域で厚生労働大臣が指定する地域については、平成２６

年度末までは、合理的な理由があれば、通常よるべき基準（「標準」）と異なった基準を設

定できるとされた。 

この法改正を受け、平成 24 年 3 月、東京都では、「東京都児童福祉施設の設備及び運

営の基準に関する条例」において、０・１歳児の乳児室及びほふく室の１人当たりの面積を

一律 3.3 ㎡以上とした上で、待機児童が多いと認めた地域において年度途中に定員を超

えて入所させる場合には、都独自の「認証保育所」制度の実績を踏まえて、保育の質が保

てると判断し、2.5 ㎡以上に緩和した（同年 4 月施行）。 

 

＜国の基準と東京都の基準の比較＞ 

 

       

 

 

 

 

※カッコ内は、待機児童が多いと認めた地域における年度途中の入所の場合 

  国基準 東京都基準 

乳児室 ０歳児 1.65 ㎡以上 3.3 ㎡以上（2.5 ㎡以上） 

１歳児 1.65 ㎡以上 3.3 ㎡以上（2.5 ㎡以上） 

ほふく室 ０歳児 3.3 ㎡以上 3.3 ㎡以上（2.5 ㎡以上） 

１歳児 3.3 ㎡以上 3.3 ㎡以上（2.5 ㎡以上） 

効 果

従来は、全国一律の基準であったが、自治体が行っている施策の実績を踏まえた基準

を設定することで、地域のニーズにあった取組を実施できる。 

担 当 課

関連サイト

東京都福祉保健局少子社会対策部保育支援課 
http: //www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kodomo/hoiku/ninka/n_syousai.html 
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